




































































りした。1933年 4 月 1 日にはドイツ全土においてユダヤ人に対す
るボイコットが行われたが、当然ながらユダヤ人弁護士もその対
象であった。プロイセン司法行政担当国家弁務官ハンス・ケルル









が、「弁護士業認可法（1933年 4 月 7 日）」である。この法律
は、ユダヤ人・反体制法律家の裁判官、検察官および行政官を
排除するために制定された「職業官吏制度再建法（Gesetz zur 



































年と比べて1933年と1934年にはおおよそ 1 / 3 減少し、1935年お

































































　「第 5 命令」の 9 条19は、ユダヤ人法的助言者となり得る条件
について規定している。
　 9 条
　 1 項： ユダヤ人法的助言者は、必要が存在する場合にのみ認可
される。
　 2 項： 認可は撤回することができる。認可されたユダヤ人法的
助言者の代行を認可する場合も期限付となる。








Verfügung des RJM. v. 17.Oktober 1938- Angelegenheiten der 























年12月 9 日）（Allgemeine Verfügung über Berufsbezeichnung 















年 9 月 1 日 ）（Polizeiverordnung über die Kennzeichnung der 












zum Schutze des deutschen Blutes und der deutschen Ehre）32
（1935年 9 月15日制定）」 3 条の影響を受けていると考えられる。
　「第 5 命令」の 9 条 1 項において「必要」とされるユダヤ
人法的助言者の見込み数は、「1938年10月17日帝国司法省告
示 － ユ ダ ヤ 人 法 的 助 言 者 の 営 業 地（Bekanntmachung des 
















































































　「第 5 命令」の 5 条および14条は、排除された元ユダヤ人弁護
士に対する生活助成金およびユダヤ人法的助言者の報酬について
規定している。



































年10月13日帝国司法省一般指令－帝国市民法第 5 命令第 5 条
お よ び 第14条 に 係 る 施 行 規 則（AV. d. RJM. v. 13. Oktober. 


























250RMであり（ 3 条 2 項）、16歳未満の子 1 人に対して月10RM








































Entjudung der deutschen Anwaltschaft）」と題する論文の中で、














































弁護士を官吏化した。（Tillmann Krach, Eine kleine Geschichte der 
deutschen Anwaltschaft - 1. Abschnitt: Von den Anfängen bis 1945, 
in: Michael Streck u.a., Historische und gesellschaftliche Grundlagen 
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24 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」3条a）。（JW, 1938, 
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